
地方創生臨時交付金活用事業等効果検証（報告様式）

 上段：通し番号
 下段：重点計画上の№ 効果検証の対象事業の名称 事業の概要（①目的・効果、②経費内容、③事業の対象）

1 令和６年度物価高騰対応重点支援給
付金（低所得者世帯支援・不足額給

付）【物価高騰対策給付金】

①物価高が続くなかで低所得世帯への支援を行うことで、低所得世帯等の生活を維持する。
②需用費（事務用品等）、役務費（郵送料等）、業務委託料、使用料及び賃借料、人件費

ある世帯(受給権者は世帯主)。また、その対象世帯内に18歳以下の児童がいる場合、児童1人あたり2万円を支給する（こど
も加算）。
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 事業始期（年月日） 事業終期（年月日） 地方創生臨時交付金 基金 経済対策等との関係 推奨事業メニュー

R7.1.31 R8.3.31 物価高騰対応重点支援 Ⅱ．物価高の克服

0

国への
実施計画
提出時点

A 総事業費（円） 財源内訳

310,794,000
B 物価高騰臨時交付金 C 国庫補助金 D 県補助金 E 起債額 F その他（地域振興基金等） G 一般財源（臨時交付金対象外経費）

310,794,000 0 0 0 0

0

国への
実績報告
提出時点

A 総事業費（円） 財源内訳

310,685,260
B 物価高騰臨時交付金 C 国庫補助金 D 県補助金 E 起債額 F その他（地域振興基金等） G 一般財源（臨時交付金対象外経費）

310,685,260 0 0 0 0

成果目標に対する実績
※実施計画搭載事業のみ

成果目標：助成対象世帯のうち、95％以上の世帯に対して助成を完了する。
実  績：助成完了世帯8,650世帯 助成対象世帯8,795世帯 助成率98.35％
支給方法をプッシュ型や市の広報誌、ホームページ等を通じて積極的に周知したことで、目標を上回る成果に繋がったと考
えている。

事業の実施状況（概要）

 物価高騰が続くなかで低所得世帯に支援を行うことで、低所得世帯等の生活を維持する。

こども加算として268世帯（児童数421人）に対し、児童1人あたり2万円を支給した。
 対象世帯のうち、従前の助成により振込口座を把握している世帯には振り込みに関する通知、それ以外の世帯には確認書
を送付。その後、順次、従前から振込口座を把握している世帯および確認書が提出があった世帯に支給した。
非課税給付３万円：8,650世帯×3万円=259,500,000円、こども加算２万円：421人×2万円=8,420,000円

事業の効果

1.物価高騰の影響を受
ける生活者・企業へ
の支援として非常に
効果があった

物価高騰の影響が大きい低所得世帯等が給付を受けることで、家計負担軽減に繋がった。

事業の経済効果
1.経済活性化に対して
非常に効果があった

物価高騰で落ち込んだ地域内消費の喚起にも結びついたと考えている。



地方創生臨時交付金活用事業等効果検証（報告様式）

 上段：通し番号
 下段：重点計画上の№ 効果検証の対象事業の名称 事業の概要（①目的・効果、②経費内容、③事業の対象）

2 令和６年度物価高騰対応重点支援給
付金（低所得者世帯給付金：家計急
変世帯支援）【物価高騰対策給付

金】

①物価高が続くなかで、令和6年度分は課税世帯であるが、家計が急変したことから、非課税世帯と同水準となった世帯への支援を行うこ
とで、低所得世帯等の生活を維持する。また、その対象世帯の内、子ども1人あたり2万円を加算する。
②家計急変世帯への給付金

る世帯。
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 事業始期（年月日） 事業終期（年月日） 地方創生臨時交付金 基金 経済対策等との関係 推奨事業メニュー

R7.1.31 R7.5.19 物価高騰対応重点支援 Ⅱ．物価高の克服

0

国への
実施計画
提出時点

A 総事業費（円） 財源内訳

1,700,000
B 物価高騰臨時交付金 C 国庫補助金 D 県補助金 E 起債額 F その他（地域振興基金等） G 一般財源（臨時交付金対象外経費）

1,700,000 0 0 0 0

0

国への
実績報告
提出時点

A 総事業費（円） 財源内訳

520,000
B 物価高騰臨時交付金 C 国庫補助金 D 県補助金 E 起債額 F その他（地域振興基金等） G 一般財源（臨時交付金対象外経費）

520,000 0 0 0 0

成果目標に対する実績
※実施計画搭載事業のみ

成果目標：対象世帯に対して令和7年2月中に支給を開始する。
実  績：第1回目支給開始日 令和7年2月27日（口座振込）
市の広報誌、ホームページ等を通じて積極的に周知を図った。また、申請から家計急変の審査を速やかに行い、短期間での
支給を実施したことから、目標達成に至ったと考えている。

事業の実施状況（概要）

 物価高騰が続くなかで、低所得世帯に対して給付金を支給することにより、その実情を踏まえた生活の支援を行うことを

請のあった世帯に対し、1世帯あたり3万円の補助金を支給するもの。また、その対象世帯内に18歳以下の児童がいる場合、
児童1人あたり2万円の補助金を支給する。
 3万円 R7.２月5世帯、3月4世帯、4月2世帯、5月3世帯 計14世帯に支給した。
 2万円 R7.2月2人（2世帯）、3月3人（2世帯） 計5人（4世帯）に支給した。

事業の効果

1.物価高騰の影響を受
ける生活者・企業へ
の支援として非常に
効果があった

物価高騰の影響が大きい家計急変世帯が給付を受けることで、家計負担軽減に繋がった。

事業の経済効果
1.経済活性化に対して
非常に効果があった

物価高騰で落ち込んだ地域内経済の活性化にも結びついたと考えている。



成果目標に対する実績
※実施計画搭載事業のみ

成果目標：助成対象世帯のうち、95％以上の世帯に対して助成を完了する。
実  績：助成完了世帯8,650世帯 助成対象世帯8,795世帯 助成率98.35％
支給方法をプッシュ型や市の広報誌、ホームページ等を通じて積極的に周知したことで目標を上回る成果に繋がったと考え
ている。

事業の実施状況（概要）

灯油価格の上昇により経済的負担が増加する低所得世帯を支援するため、灯油購入費の一部を助成するもの。
 予算成立の令和7年1月31日から事業を開始。対象世帯のうち、従前の助成により振込口座を把握している世帯には振り込
みに関する通知、それ以外の世帯には申請書兼請求書を送付。その後、順次、従前から振込口座を把握している世帯および
申請があった世帯に対し、1世帯あたり6,000円の助成金を支給した。
支給実績：8,650世帯×6,000円＝51,900,000円

事業の効果

1.物価高騰の影響を受
ける生活者・企業へ
の支援として非常に
効果があった

物価高騰の影響が大きい低所得者世帯が助成を受けることで、家計負担軽減に繋がった。

事業の経済効果
1.経済活性化に対して
非常に効果があった

生活必需品である灯油代の負担が軽減されることにより、他品目の購買が促進され、結果的に地域経済の活性化に
繋がったと考えている。

0

国への
実績報告
提出時点

A 総事業費（円） 財源内訳

51,900,000
B 物価高騰臨時交付金 C 国庫補助金 D 県補助金 E 起債額 F その他（地域振興基金等） G 一般財源（臨時交付金対象外経費）

25,950,000 0 25,950,000 0 0

0

国への
実施計画
提出時点

A 総事業費（円） 財源内訳

57,600,000
B 物価高騰臨時交付金 C 国庫補助金 D 県補助金 E 起債額 F その他（地域振興基金等） G 一般財源（臨時交付金対象外経費）

28,800,000 0 28,800,000 0 0

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得
世帯支援

 事業始期（年月日） 事業終期（年月日） 地方創生臨時交付金 基金 経済対策等との関係 推奨事業メニュー

R7.1.31 R7.5.19 物価高騰対応重点支援 Ⅱ．物価高の克服

地方創生臨時交付金活用事業等効果検証（報告様式）

 上段：通し番号
 下段：重点計画上の№ 効果検証の対象事業の名称 事業の概要（①目的・効果、②経費内容、③事業の対象）

3
大館市灯油購入費緊急助成（福祉灯

油）事業

①原油価格の高騰に伴う灯油価格の上昇により経済的負担が増加する低所得世帯等に対し、その生活の安定が図られるよう支援するた
め、灯油代の一部を助成する。
②給付金

給権者は世帯主）。
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地方創生臨時交付金活用事業等効果検証（報告様式）

 上段：通し番号
 下段：重点計画上の№ 効果検証の対象事業の名称 事業の概要（①目的・効果、②経費内容、③事業の対象）

4
あきたの園芸省エネ化支援事業（物

価高騰対応）

①電力、燃料、肥料等の価格高騰により、大きな影響を受けている農業者の生産コスト低減のため、園芸品目を取り組む農業者が導入す
る省エネ効果がある機械・資材について支援し、農業所得の増加を図る。
②補助金 県の補助率1/2 市の補助率1/12（県に協調助成）
 補助金額 県1,250,000円＋市207,000円＝1,457,000円
③大館市内で園芸作物を栽培している農業者

27

⑥農林水産業における物価高騰対策支援

 事業始期（年月日） 事業終期（年月日） 地方創生臨時交付金 基金 経済対策等との関係 推奨事業メニュー

R7.2.17 R8.3.31 物価高騰対応重点支援 Ⅱ．物価高の克服

7,000

国への
実施計画
提出時点

A 総事業費（円） 財源内訳

1,457,000
B 物価高騰臨時交付金 C 国庫補助金 D 県補助金 E 起債額 F その他（地域振興基金等） G 一般財源（臨時交付金対象外経費）

200,000 0 1,250,000 0 0

0

国への
実績報告
提出時点

A 総事業費（円） 財源内訳

684,000
B 物価高騰臨時交付金 C 国庫補助金 D 県補助金 E 起債額 F その他（地域振興基金等） G 一般財源（臨時交付金対象外経費）

97,000 0 587,000 0 0

成果目標に対する実績
※実施計画搭載事業のみ

成果目標：導入を希望する経営体3件全てから申請を受け、経費の負担軽減を図る。
実  績：2件
当初3件の要望があり計画を策定したが、1件機械導入を見送った農業者がいたことから、目標の達成に至らなかった。

事業の実施状況（概要）

 電力、燃料、肥料等の価格高騰に直面する農業者の生産コストの低減を目的として、園芸品目を取り組む農業者が導入す
る省エネ効果がある機械・資材の購入費について、秋田県で1/2、大館市で1/12を支援するもの。予算成立後、令和7年3月
10日に秋田県へ農業者2名の計画承認申請書を提出。農業者からは、令和7年3月11日に補助金等交付申請書の提出があり、8
月18日及び10月30日に実績報告書の提出があった。補助金の支払いは11月10日及び12月26日に完了した。

事業の効果

2.物価高騰の影響を受
ける生活者・企業へ
の支援として効果が
あった

花き用農業ハウスLED照明及び露地きゅうり灌水システムを導入することにより、農業者の生産コストの低減が図
られた。

事業の経済効果
2.経済活性化に対して
効果があった

資材を販売した事業者の収入となっており、経済活動について効果があったと考えている。



成果目標に対する実績
※実施計画搭載事業のみ

成果目標：対象となる経営体1件から申請を受け、経費の負担軽減を図る。
実  績：1件
要望があった1名へ補助金の交付が完了したことから、目標の達成となった。

事業の実施状況（概要）

 飼料の価格高騰の影響を受けている畜産経営体の自給飼料増産を目的として、飼料生産体制の強化に向けた機械の購入費
について、秋田県で1/3、大館市で1/12を支援するもの。予算成立後、令和7年2月21日に秋田県へ農業者1名の計画承認申請
書を提出。農業者からは、令和7年3月4日に補助金等交付申請書の提出があり、7月25日に実績報告書の提出があった。補助
金の支払いは8月8日に完了した。

事業の効果

2.物価高騰の影響を受
ける生活者・企業へ
の支援として効果が
あった

キャリアサンパーの導入により防除の効率が上昇し、自給飼料（牧草）の生産効率が向上したと考えている。

事業の経済効果
2.経済活性化に対して
効果があった

資材を販売した事業者の収入となっており、経済活動について効果があったと考えている。

0

国への
実績報告
提出時点

A 総事業費（円） 財源内訳

166,000
B 物価高騰臨時交付金 C 国庫補助金 D 県補助金 E 起債額 F その他（地域振興基金等） G 一般財源（臨時交付金対象外経費）

33,000 0 133,000 0 0

4,000

国への
実施計画
提出時点

A 総事業費（円） 財源内訳

320,000
B 物価高騰臨時交付金 C 国庫補助金 D 県補助金 E 起債額 F その他（地域振興基金等） G 一般財源（臨時交付金対象外経費）

60,000 0 256,000 0 0

⑥農林水産業における物価高騰対策支援

 事業始期（年月日） 事業終期（年月日） 地方創生臨時交付金 基金 経済対策等との関係 推奨事業メニュー

R7.2.17 R8.3.31 物価高騰対応重点支援 Ⅱ．物価高の克服

地方創生臨時交付金活用事業等効果検証（報告様式）

 上段：通し番号
 下段：重点計画上の№ 効果検証の対象事業の名称 事業の概要（①目的・効果、②経費内容、③事業の対象）

5
夢ある畜産経営ステップアップ支援

事業（物価高騰対応）

①飼料の価格高騰の影響を受けている畜産経営体の自給飼料増産を図るため、飼料生産体制の強化に向けた機械の導入等に要する経費に
ついて支援する。
②補助金 県の補助率1/3 市の補助率1/12（県に協調助成）
 補助金額 県256,000円＋市64,000円＝320,000円
③大館市内で畜産経営している農業者（県が指定対象とした農業者）

28



地方創生臨時交付金活用事業等効果検証（報告様式）

 上段：通し番号
 下段：重点計画上の№ 効果検証の対象事業の名称 事業の概要（①目的・効果、②経費内容、③事業の対象）

7
６次産業化経営力強化事業（物価高

騰対応）

①物価高騰の影響を受けている農業経営体の負担を軽減し、地域資源を活用した6次産業化ビジネスを推進するために、付加価値が高
く、高品質な6次産業化商品の加工に必要な機械の導入や施設の整備を支援する。
②補助金 1/12以内（県の補助に協調）
 補助金額 2,098,000円 ※県の補助金分は交付対象者へ直接支払
③市内の6次産業に取り組む農業経営体

30

⑥農林水産業における物価高騰対策支援

 事業始期（年月日） 事業終期（年月日） 地方創生臨時交付金 基金 経済対策等との関係 推奨事業メニュー

R7.2.17 R8.3.31 物価高騰対応重点支援 Ⅱ．物価高の克服

98,000

国への
実施計画
提出時点

A 総事業費（円） 財源内訳

2,098,000
B 物価高騰臨時交付金 C 国庫補助金 D 県補助金 E 起債額 F その他（地域振興基金等） G 一般財源（臨時交付金対象外経費）

2,000,000 0 0 0 0

0

国への
実績報告
提出時点

A 総事業費（円） 財源内訳

745,000
B 物価高騰臨時交付金 C 国庫補助金 D 県補助金 E 起債額 F その他（地域振興基金等） G 一般財源（臨時交付金対象外経費）

745,000 0 0 0 0

成果目標に対する実績
※実施計画搭載事業のみ

成果目標：導入を希望する経営体２件全てから申請を受け、経費の負担軽減を図る。
実  績：1件
当初2件の要望があり計画を策定したが、今年度の事業を見送った農業経営体が1件いたことから、目標の達成に至らなかっ
た。

事業の実施状況（概要）

 物価高騰の影響を受けている農業経営体の負担を軽減し、地域資源を活用した6次産業化ビジネスの推進を目的として、6
次産業化商品の加工に必要な機械の導入や施設の整備にかかる費用について、1/12を支援するもの。予算成立後、農業経営
体からは、令和7年3月25日に補助金等交付申請書の提出があり、11月10日に実績報告書の提出があった。補助金の支払いは
12月19日に完了した。

事業の効果

2.物価高騰の影響を受
ける生活者・企業へ
の支援として効果が
あった

た。

事業の経済効果
2.経済活性化に対して
効果があった

資材を販売した事業者の収入となっており、経済活動について効果があったと考えている。



地方創生臨時交付金活用事業等効果検証（報告様式）

 上段：通し番号
 下段：重点計画上の№ 効果検証の対象事業の名称 事業の概要（①目的・効果、②経費内容、③事業の対象）

8
農業用機械等省エネ対策支援事業

（物価高騰対応）

①燃料高騰の影響を受けている農業者の米の生産コストの低減を図りながら、国が目指す米の輸出拡大に取組むため、輸出用米の生産に
取り組む農業者について、機械機器の新規導入や更新を支援し、燃料費にかかる経費負担の軽減を図る。
②補助金 乾燥機2/3以内（上限200万円） ドローン2/3以内（上限200万円） その他1/2以内（上限200万円）
 補助金額 22,772,000円
③市内の輸出用米に取り組む経営体

31

⑥農林水産業における物価高騰対策支援

 事業始期（年月日） 事業終期（年月日） 地方創生臨時交付金 基金 経済対策等との関係 推奨事業メニュー

R7.1.31 R8.3.31 物価高騰対応重点支援 Ⅱ．物価高の克服

3,272,000

国への
実施計画
提出時点

A 総事業費（円） 財源内訳

22,772,000
B 物価高騰臨時交付金 C 国庫補助金 D 県補助金 E 起債額 F その他（地域振興基金等） G 一般財源（臨時交付金対象外経費）

19,500,000 0 0 0 0

0

国への
実績報告
提出時点

A 総事業費（円） 財源内訳

22,276,000
B 物価高騰臨時交付金 C 国庫補助金 D 県補助金 E 起債額 F その他（地域振興基金等） G 一般財源（臨時交付金対象外経費）

22,276,000 0 0 0 0

成果目標に対する実績
※実施計画搭載事業のみ

成果目標：導入を希望する経営体10件以上から申請を受け、経費の負担軽減を図るとともに、輸出用米の生産拡大を図る。
実  績：13件
農業者への周知により、目標達成に至ったと考えている。

事業の実施状況（概要）
 燃料高騰の影響を受けている農業者の米の生産コストの低減を図りながら米の輸出拡大に取り組むことを目的として、機
械機器の購入費について、2/3以内を支援するもの。予算成立後、農業者13名からは、令和7年3月7日から補助金等交付申請
書の提出があり、12月26日までに実績報告書の提出があった。補助金の支払いは令和8年1月30日までに完了した。

事業の効果

2.物価高騰の影響を受
ける生活者・企業へ
の支援として効果が
あった

新しい穀類乾燥機の導入（8台）や電動ドローンの導入（5台）により、燃料使用量が減少し、経費負担の軽減を図
ることができた。

事業の経済効果
2.経済活性化に対して
効果があった

資材を販売した事業者の収入となっており、経済活動について効果があったと思われる。



成果目標に対する実績
※実施計画搭載事業のみ

成果目標：支援事業者数 80者
ホームページや地元新聞紙、商工団体の会報などの広告掲載のほか各種会合での周知を図ったことで、多くの事業者からの
申請に繋がり、目標達成に至った。

事業の実施状況（概要）

 物価高騰の影響を受け、厳しい経営環境にある中小事業者への支援策として、脱炭素化や省エネに向けた設備の導入を支
援するGX推進事業、業務改善や効率化に向けたソフトウェアの導入を支援するDX推進事業、新たな地域ブランド製品の開
発や販路拡大に向けた取組みに対する支援、エネルギー価格の高騰の影響が大きい物流事業者への支援を実施し、延べ127事
業者に対し補助金を交付した。

事業の効果

2.物価高騰の影響を受
ける生活者・企業へ
の支援として効果が
あった

 本事業による支援により、設備更新に伴うエネルギーコストの低減、DXの推進や新たなブランド品の創出によ
る収益性の向上と経営基盤の強靭化が図られた。また、原油価格の高騰の影響を受けている物流事業者に対する助
成により経営の維持や基盤強化に一定の効果があったと考えている。

事業の経済効果
2.経済活性化に対して
効果があった く物価高騰により低迷した地域経済の活性化に繋がったと考えている。

0

国への
実績報告
提出時点

A 総事業費（円） 財源内訳

62,934,130
B 物価高騰臨時交付金 C 国庫補助金 D 県補助金 E 起債額 F その他（地域振興基金等） G 一般財源（臨時交付金対象外経費）

62,934,130 0 0 0 0

7,177,000

国への
実施計画
提出時点

A 総事業費（円） 財源内訳

63,250,000
B 物価高騰臨時交付金 C 国庫補助金 D 県補助金 E 起債額 F その他（地域振興基金等） G 一般財源（臨時交付金対象外経費）

56,073,000 0 0 0 0

⑦中小企業等に対するエネルギー価格高騰対策支援

 事業始期（年月日） 事業終期（年月日） 地方創生臨時交付金 基金 経済対策等との関係 推奨事業メニュー

R7.4.1 R8.3.31 物価高騰対応重点支援 Ⅱ．物価高の克服

地方創生臨時交付金活用事業等効果検証（報告様式）

 上段：通し番号
 下段：重点計画上の№ 効果検証の対象事業の名称 事業の概要（①目的・効果、②経費内容、③事業の対象）

9
物価高騰対応中小事業者経営強化・

革新事業

①物価高騰の影響を受けている中小事業者のコスト低減や生産性向上などの取組みを支援し、事業者の経営基盤の強化につなげる。
②補助金（省エネ機械設備等の更新、断熱改修工事やBEMS導入、業務改善・効率化ソフトウェア、大規模工場等へのWI-FI設備導入、
小売用加工品開発や生産設備、販路拡大の経費、物流事業者への助成）及び事務費
③市内の中小事業者32


